
 平成30年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～29年度）】 【30年度】 【今後予定（31年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

: - 3 -

1-1
局・課名

283 140

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 29年度予算 30年度要求額 内容・積算等

期間

事業区分 ： その他一般

平成30年度要求額平成28年度決算額

事業名 環境衛生関係施設許認可及び監視指導事業

： 健康福祉局・環境薬務課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦

環境衛生関係施設に監視指導等を行
う。届出等に対し、審査及び検査を行
う。又、民泊新法施行（H30.6.15～）届
出施設の監視指導開始

環境衛生関係施設に監視指導等
を行う。届出等に対し、審査及び
検査を行う。又、民泊新法届出施
設の監視指導を実施する。

平成29年度予算額

383 621 大都市環境衛生主管課長会議等

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

7,323

90

6

281

4,934

161

33

物品修繕

翻訳機購入

プール水、浴槽水等

0

34

70

0

201

5,781

171

　H　～　H

事業

概要

理容所、美容所、クリーニング所、興行場、公衆浴場、旅館、
墓地、遊泳場、住宅宿泊事業法（以下、民泊新法）に係る届
出施設（以下、民泊）等に対する監視指導及び知識の普及啓
発を行うことで、施設の衛生水準の維持及び向上を図ること
により市民の健康被害を未然に防止し、安全、安心を確保す
る。

理容所、美容所、クリーニング所、興行場、公衆浴場、旅館
及民泊等の環境衛生関係施設に対して、各法令に基づく、監
視指導を行う。
特に近年問題となっている民泊に対する衛生管理等に関す
る監視指導の実施及びレジオネラ集団感染症の発生を防止
することで、市民の健康・安全を確保する。
さらに、各種講習会を通して営業者の衛生意識の向上を図
る。
また、さまざまな研修への参加、国や他自治体との情報交換
を通して、環境衛生監視員の資質の向上を目指す。

H30年度から正式に施行される民泊新法に基づいた監視指
導に関する経費及びレジオネラ症等の発生防止のため、科
学的監視を実施するために検査手数料が必要である。

修繕料

305

6,171

検査手数料

理・美容所衛生講習会、短期研修寄宿舎使用料

各種会議等参加費

施設使用料

大都市環境衛生主管課長会議負担金等

10,981

債務負担行為

会議等出張旅費

郵送料

検査試薬、事務用品等 追録、残留塩素測定試薬等

印刷製本 講習会受講済の証等

127011整理番号

備品購入費

合計 6,171 7,323

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

環境衛生関係施設に監視指導等を
行う。届出等に対し、審査及び検査
を行う。又、民泊新法の準備行為と
して届出受付開始（H30.3.15～）


